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新たな地域医療構想検討への提言

第３回新たな地域医療構想等に関する検討会
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２０２４年４月１７日に行われた関係団体・有識者ヒアリング

発表された５人の発表内容はおおむね

・今後８５歳以上の高齢者が増加することは確定した未来であり、
現状投影型の医療・介護体制では対応しきれない。

・２０６０年を見据えた将来像を共有してバックキャストでの
地域医療・介護体制の構築を協議する体制を整備しなければならない。
その対応の基本は在宅であり、より強靭な医療・介護連携の体制構築が
重要である。

・二次医療圏を構想区域とした現状の構想圏は人口減少や人材の不足で
維持できない可能性が高いことから、弾力的な対応を可能として都市部と
それ以外の区域の差を縮小させる必要がある。

・各病院の現状はすでにデータ化され詳細な情報に基づく協議の基盤は
整備されているが利用されていない。

・これまでの病床機能から病院機能に注目した協議に切り替えてゆくほうが
現場にも国民目線でも理解しやすい。

・人材確保の困難から新技術の導入が必須である。

との意見に集約されていると考える。
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その他各論として検討すべき事項

〇民間病院と公立・公的病院の特徴を有効活用して地域医療構想を推進する
・民間病院はすでに地域包括ケアシステムの中核をなしている実態を
生かして中小民間病院の活用で地域医療構想を推進。

・フレキシビリティーは地域医療構想推進の最強の武器。
・公的・公立病院改革の推進で地域医療の効率性と持続性を推進する

〇都市部と過疎地域の地域医療構想に対する受け止めの温度差
・都市部で現状投影モデルを踏襲して病床規模の拡大や病床機能の先鋭化を
進めている地域に地区診断を活用すると同時にこのような問題事例の仲裁を
行うような仕組みを創設。

・大都市地区の特定機能病院と附属病院に関しては地域医療構想上で別枠の
位置づけを検討するべき。

・都市部において基準病床と必要病床の差は大きな混乱のもとになる。
・地域医療構想を進めるうえで首長の理解を推進する仕組みの構築。

〇地域医療構想を推進する目的で実施した対策の実効性の検証と公表
・好事例とされた地区のその後の対策の効果の情報公開
・重点支援地区の中長期にわたる効果の検証とデータ公開

〇人材不足にかかる解決策として医療ＤＸの活用
・ＤＸが電子カルテの二の舞にならないようにコストコントロール可能にする。
・ＤＸ・ロボット等の導入で入院医施設の人員評価が激変する。
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地域医療構想の本質

＜Key Word＞

国民所得の伸びと国民医療費の伸び

疾病構造変化 慢性疾患 ＱＯＬ、ＱＯＤ

在宅復帰の推進 在宅看取り

データーで地域医療を制御

社会保障（医療・介護）の
サステナビリティを確保する
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・全国統一の方式で将来の医療需要を推計

・選択と集中による医療機関の役割・機能分化

・現状把握の為の病床機能調査
（それぞれの希望要望の調査、その後定量基準の導入で

客観的判断のデーター提供）

・二次医療圏内での協議で自主的な病床再編整備

・競合から協調へ基本方針の変更による公立公的医療機関
のあるべき姿を協議（全てのステークホルダーによる）

・公立・公的医療機関の役割と補助の実態を情報共有
（第１回ＷＧ、過剰地域での公的医療機関の開設・増床禁止

⇒ データーに基づく再編統合へ）
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地域医療構想の考え方はどこから？

社会保障制度改革国民会議の報告書 （平成25年8月6日）
Ⅱ．医療介護分野の改革
（１）改革が求められる背景
＊主たる患者が「高齢者」になり「病院完結型」体制にミスマッチが生じた
＊第一次医療法改正の「医療計画」では適正に減らすことができなかった
＊「選択と集中」による構造的改革が必要
（２）日本的特徴
＊私的所有の病院が多く、政府の強制力が働かない
＊データによる客観的な制御機構を用いてマッチングを図る
（３）改革の方向性
＊「病院完結型」医療から「地域完結型」医療へ転換
＊「いつでも、好きなところで」から「必要な時に必要な医療にアクセス」へ
＊医療・介護の在り方を地域ごとに考える「ご当地医療」へ

医療・介護サービスの提供体制改革
＊医療機能に係る情報の都道府県への報告制度（病床機能報告制度）の導入
＊将来的な医療ニーズの客観的データに基づく見通しを踏まえて
地域医療ビジョンの策定を進める

＊２０１８年を待たずに速やかに実行する



Heartfull Group

8 7 6 の法則

2   3  ４

民間病院が急性期も慢性期も精神科も全て支えている！

割割 割

割 割割

公的は

病院数の 病床数の 救急搬送数の

民間は

病院数の 病床数の 救急搬送数の

全国に占める割合をみてみると・・・
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79%

国立

公立

公的

民間

全国の
病院数・病床数・救急搬送数割合

設立主体別病床数の割合（令和４年）

設立主体別病院数の割合（令和４年）

全救急搬送数に占める医療機関別の割合（令和４年）

全国の病院数 ８，１５６病院

々 病床数 １，４９２，９５７床

々 救急搬送数 ５，８８３，２４０件 救急搬送受け入れ数５４％

病院数８割

ベット数７割

出典：総務省消防庁「令和５年版 救急・救助の現況」、厚生労働省「医療施設調査（令和4年10月1日）」より作成 8Heartfull Group
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民間病院の実績：救急対応件数



70％以上

60％以上

50％以上

人口密度の低い２９の県は
（総人口の４０％）

公的病院優位

人口密度の高い１８の都道府県は
（総人口の６０％）

民間病院優位

出典：総務省消防庁「令和５年版 救急・救助の現況」、総務省統計局〔人口推計（総人口） 〕（令和4年10月1日） より作成 9Heartfull Group

令和４年 救急搬送数における民間医療機関が占める都道府県別割合



70％を超える
日本の総人口に
占める割合

埼玉県・東京都・大阪府・福岡県
鹿児島県
（計5都府県） ３６,８３６千人 29.5％

60％を超える

上記＋千葉県・岡山県・福島県
沖縄県・神奈川県・大分県
（計11都府県） ５８,５６１千人 46.9％

50％を超える

上記＋宮崎県・茨城県・京都府・群馬県
愛媛県・北海道・栃木県
（計1８都道府県） ７５,２３１千人 60.2％
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令和４年 救急搬送数における民間医療機関が占める都道府県別割合

出典：総務省消防庁「令和５年版 救急・救助の現況」、総務省統計局〔人口推計（総人口） 〕（令和4年10月1日） より作成
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」（令和5年12月推計）より作成

高齢者人口（65歳以上）の増加数 （2020年 → 2040年）

2020年65歳以上の人口

2040年までの65歳以上人口の増加数

ピンク系：民間優位の都道府県

ブルー系：公的優位の県 2020年65歳以上の人口

2040年までの65歳以上人口の増加数

医療提供体制の基本構造
・都市部においては民間病院が「面」で支えている
・地方においては公的病院が「点」で支えている

2020年から2040年の高齢者の人口は、全国で326万人増加する
中、民間病院が救急搬送受け入れの50％以上を担う18都道府県

で約80.6％の263万人増加する。

（千人）

11Heartfull Group



令和３年８月、令和４年２月・８月・12月の比較
（新型コロナ患者入院施設数、確保病床数、入院患者数）

●新型コロナ患者入院施設数、確保病床数、新型コロナ入院患者数は、公立、公的、民間のいずれにおいても増加傾向。

●特に民間の新型コロナ患者入院施設数、確保病床数、コロナ入院患者数に占める割合は、第６，７，８波で急増。

新型コロナ患者入院施設数 新型コロナ入院患者数確保病床数

※1 各月の最終水曜日時点で比較し、各感染拡大時における療養者数がピークに達した月で設定した。

※2 集計値はG-MISの日次調査の報告も使用しており、データが修正されたりする可能性がある。
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出典：厚生労働省 医政局 地域医療計画課長（当時） 鷲見学氏講演資料 12Heartfull Group

第５波 第６波 第７波 第８波
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確保病床数に占める新型コロナ入院患者数の割合

公立 公的 民間

R3.8 R4.2 R4.8 R4.12

公立 9,480 10,734 10,924 9,756

公的 11,777 13,629 13,548 15,440

民間 12,146 14,998 17,019 18,160

公立 6,133 5,311 5,862 5,880

公的 7,894 7,530 8,433 9,788

民間 9,567 15,932 18,688 23,893

公立 64.7% 49.5% 53.7% 60.3%

公的 67.0% 55.2% 62.2% 63.4%

民間 78.8% 106.2% 109.8% 131.6%

新型コロナ入院患者数

確保病床数に占める

新型入院患者数

の割合

確保病床数

出典：厚生労働省 医政局 地域医療計画課長（当時）鷲見学氏講演資料をもとに加納繁照作成

第５波 第６波 第７波 第８波

第5波

第6波
第7波

第8波

コロナ対応においても機能としての『民間病院』は“確保病床数”と”入院患者数”の

両面で公立・公的病院を上回る機能を発揮した。



〇 地域医療構想の実現に向けては、各地域において住民に必要な医療を、質が高く効率
的な形で不足なく提供できているかどうか、という視点の議論が不可欠である。

〇 また、具体的対応方針の再検証を行うにあたっては、地域医療構想調整会議の活性化
が不可欠であり、それにより、地域の実情に応じた医療提供体制の構築が一層推進され
ると考えられる。

〇 これらのことから、地域の医療提供体制の現状や将来像を踏まえつつ、個々の医療機
関の医療提供内容の見直しを行う際には、
・医療の効率化の観点から、ダウンサイジングや、機能の分化・連携、集約化
・不足ない医療提供の観点から、機能転換・連携
等を念頭に検討を進めることが重要である。
（これらの選択肢がすべて「再編統合」に含まれると解する。）

〇 そのため、「再編統合の必要性について特に議論が必要な公立・公的医療機関等」
（「再検証対象医療機関」とする。）とされた医療機関が行う具体的対応については、
上記の対応の全てがとりうる選択肢となる。
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※ 一部の公立・公的医療機関等が、地域のその他の医療機関との連携の
あり方を考慮することなく医療機関同士を統合することにより、その他の
医療機関の医療提供のあり方に不適切な影響を与えることがないよう、
将来の医療提供体制について、関係者を含めた十分な協議を行うことが
重要である。

具体的対応方針の再検証における「再編統合」とは
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1病床あたりに平均換算してみると年間約505万円 ⇒

政策医療 と称し、財政が厳しい中、

総務省から毎年8,000億円以上 もの繰入金が投入されている！！

総務省「地方公営企業決算状況調査」から加納繁照作成

公立病院の経営

億円

1病床当たり約1.38万円/日

もちろん、感染症 は政策医療

病床数※ 194,435床 187,947床 185,305床 179,281床 177,279床 175,066床 171,605床 170,229床 166,624床 推計163,000床

（令和3年度実績による計算）
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資本的収入に対する繰入金収益的収入に対する繰入金

年度

8,067 8,187 8,032 7,924 8,083
8,262 8,269 8,494

合計
8,410

且つ全て非課税

公立病院 繰入金の推移

（注）
2022年の病床数
は未発表のため、
過去の平均から
推計した値

（前年比） (▲6,488床) (▲2,642床) （▲6,024床) （▲2,002床) （▲2,213床) （▲3,461床） （▲1,376床） （▲3,605床）

過去最高額

もしかしたら令和4年度は約1.43万円/日か？

（注：公立病院の繰入金には公営企業型地方独法の病院も含む）

※病床数は、地方公営企業年鑑 病院事業（一）地方公営企業法適用 1.総括表（5）施設及び業務概況 年度別推移より
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平成31年1月30日開催

第18回地域医療構想に関するワーキンググループ

＜参考資料１＞より抜粋

〇 （自治体病院が首長の意向に左右されることについて）

ダウンサイジングに消極的であることや、依然、拡大路線と

いうことは、交付金や補助金がある限りは続くのだろうと思う。

そういう意味では、そこら辺は調整会議でも把握する必要が

あると思う。地域で公的病院しか担えない機能については

集中的に交付金を出してもいいと思うが、根本的に見直さないと、

結果的に幾らでも赤字がかわせるのであれば、改善されないの

ではないか。



＜R5.11.9 第13回 地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループ 資料より抜粋＞

17

今後は再編統合が実行されたのちに地域の医療提供がどのように変化し
当初の目的に合致する結果が得られたかを検証しなければならない。
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バックキャストの出発点となる２０６０年(逆に言えば地域医療構想の

ゴール)を具体的な絵柄として全構想区域に周知するために地域

医療提供体制データ分析チームを活用して、構想区域ごとに将来

必要とされる医療と介護の具体的な未来像に基づく定量数値として

示すことができれば、さらに協議が進むのではないか。

＜R6.3.29 第1回 新たな地域医療構想等に関する検討会 資料より抜粋＞



19＜R6.3.29 第1回 新たな地域医療構想等に関する検討会 資料より抜粋＞



20＜R6.3.29 第1回 新たな地域医療構想等に関する検討会 資料より抜粋＞



21＜R6.3.29 第1回 新たな地域医療構想等に関する検討会 資料より抜粋＞
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＜H29年3月 日本病院会
平成28年度 医療機器・医療情報システム
保守契約、費用に関する実態調査 報告書より抜粋＞

日本病院会
平成28年度 医療機器・医療情報システム保守契約、費用に関する実態調査

１．医療情報システム（ＩＴ）に関する設備投資内容



23＜H29年3月 日本病院会 平成28年度 医療機器・医療情報システム保守契約、費用に関する実態調査 報告書より抜粋＞

【考察１】

（前略）

他方今回の調査で、医療情報システムに関する年間費用は約6,848億円と

推定されることが判明した。これは病院総医療費の約2.6％に当たり高額な

費用が病院財政を圧迫している可能性が示唆された。医療情報システムは

他の医療機器とは異なり、診療報酬を通じて評価されず病院の増収に直接

貢献するようなことがない設備であり、これに多大な費用を費やすことは

今後困難になると思われる。

医療情報システムの年間費用も契約内容で差があると推測するが、

平成18年6月の中医協での調査では初期投資額と5年間の費用はベットあたり

50万円との報告がある。今回の調査結果を参考にしていただけたらと思う。

（後略）
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